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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年６月14日に提出した第１期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書の記載に

訂正を要する箇所があったため、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書の訂正報告書を提出いたします。 

  

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

３【訂正箇所】 

訂正箇所は  罫で表示しております。 

  

第一部【企業情報】 

  

第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

項目 
当連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項  持分法を適用していない関連会社（前田大同㈱、

ユニオンヒューム管㈱、㈱エイトン、ＡＴＣトレー

ドシステム㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しております。 

項目 
当連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項  持分法を適用していない関連会社（前田大同㈱、

ユニオンヒューム管㈱、㈱エイトン、ＡＣＴトレー

ドシステム㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しております。 
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